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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第164期 

第１四半期 
連結累計期間 

第165期 
第１四半期 
連結累計期間 

第164期 

会計期間 
自 平成28年４月１日 
至 平成28年６月30日 

自 平成29年４月１日 
至 平成29年６月30日 

自 平成28年４月１日 
至 平成29年３月31日 

売上高 （百万円） 404,460 435,008 1,695,864 

経常損益 （百万円） 4,558 28,254 △19,103 

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純損益 
（百万円） △2,067 25,009 △23,045 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △20,472 22,859 △14,302 

純資産額 （百万円） 724,375 748,512 729,404 

総資産額 （百万円） 2,215,063 2,337,666 2,310,435 

１株当たり四半期（当期）純損益 （円） △5.68 69.03 △63.54 

潜在株式調整後 

１株当たり四半期（当期）純利益 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 30.3 29.8 29.2 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４．平成28年10月１日を効力発生日として、10株を１株とする株式併合を実施したため、前連結会計年度の期首

に当該株式併合が行なわれたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純損益を算定しております。

５．第164期の１株当たり当期純損失及び第165期第１四半期連結累計期間の１株当たり四半期純利益の算定上の

基礎となる株式の期中平均株式については、「株式給付信託（BBT）」制度に関する資産管理サービス信託銀

行(株)（信託Ｅ口）が所有する当社株式を控除対象の自己株式に含めて算出しております。

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社及び関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

なお、当第１四半期連結累計期間における主要な関係会社の異動は、以下のとおりです。 

[機械] 

平成29年４月５日付で、Quintus Technologies ABを買収し、完全子会社といたしました。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において締結した経営上の重要な契約は、次のとおりであります。

平成29年５月に、当社はNovelis Inc.の100％子会社であるNovelis Korea Ltd.と韓国においてアルミ板圧延品

を製造する合弁会社の設立に合意し、合弁契約を締結いたしました。

 

合弁会社の概要 

社名 Ulsan Aluminum Ltd.

設立 平成29年９月（予定）

事業内容 アルミ板圧延品の製造

所在地 韓国 蔚山市（ウルサン市）

出資比率 当社50％、Novelis Korea Ltd. 50％

生産能力 年間約30万t

 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
 

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 

（１）業績の状況

 

当第１四半期連結累計期間の我が国経済は、雇用環境の改善が続き、個人消費や企業の設備投資も力強さに欠けるも

のの持ち直しており、緩やかな回復基調が続きました。海外経済については、東南アジアの一部では経済成長の減速傾

向が継続したものの、米国、欧州などで緩やかながら回復基調が継続し、中国の減速傾向にあった経済成長も僅かなが

ら持ち直しました。 

このような経済環境のもと、当社グループにおいては、鋼材の販売数量は、自動車向けの需要が堅調に推移したこと

などから前年同期を上回りました。アルミ圧延品の販売数量は、飲料用缶材向けの需要が堅調に推移し、自動車向けの

需要が増加したことにより、前年同期を上回りました。銅圧延品の販売数量は、銅管において設備トラブルにより販売

量が減少したものの、銅板条において自動車用端子や半導体向けの需要が増加したことから、前年同期並となりまし

た。油圧ショベルの販売台数は、国内及び中国などで需要が増加したことから、前年同期を上回りました。 

この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は前年同期比305億円増収の4,350億円となり、営業利益は前年同期比

176億円増益の303億円、経常利益は前年同期比236億円増益の282億円となりました。特別損益は、投資有価証券売却益

を計上したことから67億円の利益となり、親会社株主に帰属する四半期純損益は前年同期比270億円改善の250億円の利

益となりました。 

当第１四半期連結累計期間のセグメント毎の状況は以下のとおりであります。 

 

[鉄鋼] 

鋼材の販売数量は、輸出は減少したものの、国内では自動車向けの需要が堅調に推移したことなどから、前年同期

を上回りました。販売価格は、主原料価格の上昇などの影響を受け、前年同期を上回りました。

鋳鍛鋼品の売上高は、船舶向けの需要が減少したことにより、前年同期を下回りました。チタン製品の売上高は、

航空機向けの販売が増加したことにより、前年同期を上回りました。

この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は前年同期比20.9％増の1,744億円となり、経常損益は前年同期比

159億円改善の130億円の利益となりました。 
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[溶接] 

溶接材料の販売数量は、国内では、建築鉄骨向けや、低迷していたエネルギー向けの需要が回復傾向にある一方

で、海外では韓国向けが大幅に減少したことにより、前年同期を下回りました。 

溶接システムについては、建築鉄骨向けの需要は引き続き堅調に推移しているものの、売上高は、高水準であった

前年同期に比べ減少しました。 

この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は前年同期比5.8％減の194億円となり、経常利益は前年同期比７億

円減益の11億円となりました。 

 

[アルミ・銅] 

アルミ圧延品の販売数量は、飲料用缶材向けの需要が堅調に推移し、自動車向けの需要が増加したことにより、前

年同期を上回りました。 

銅圧延品の販売数量は、銅板条において自動車用端子や半導体向けの需要が増加したものの、銅管において昨年12

月に発生したタイ生産拠点での設備トラブルにより販売量が減少した影響を受け、前年同期並となりました。 

この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は前年同期比4.4％増の889億円となり、経常利益は前年同期比30億

円増益の61億円となりました。 

 

[機械] 

海外では、中国で石油化学分野等の市場が回復基調にあったことなどから、当第１四半期連結累計期間の受注高

は、前年同期比23.5％増の287億円となり、当第１四半期連結累計期間末の受注残高は、1,300億円となりました。 

また、当第１四半期連結累計期間の売上高は前年同期比20.1％減の303億円となり、経常利益は前年同期比18億円

減益の２億円となりました。 

 

[エンジニアリング] 

当第１四半期連結累計期間の受注高は、廃棄物処理関連事業で大型の受注があった前年同期に比べ減少し、前年同

期比34.6％減の321億円となり、当第１四半期連結累計期間末の受注残高は、1,962億円となりました。 

また、当第１四半期連結累計期間の売上高は前年同期比22.0％減の190億円となり、経常利益は前年同期比３億円

減益の３億円となりました。 

 

[建設機械] 

油圧ショベルの販売台数は、国内では、排ガス規制前の駆け込みで需要が増加し、海外では、中国でインフラ投資

により需要が増加したことなどから、前年同期を上回りました。 

一方、クローラクレーンの販売台数については、国内では、需要は比較的高水準で推移したものの、一部の案件の

工事遅れなどから前年同期を下回り、海外では、東南アジアを中心に需要が減少したことなどから、前年同期を下回

りました。 

この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は前年同期比22.5％増の875億円となりました。また、経常損益

は、油圧ショベルの販売台数の増加に加えて、前年同期には中国での油圧ショベル事業の滞留債権について貸倒引当

金を計上していたことなどから、前年同期比80億円改善の39億円の利益となりました。 

 

[電力] 

販売電力量は、定期修理日数の違いにより、前年同期を下回りました。燃料である石炭価格については、市況上昇

や円安の影響を受け、前年同期を上回りました。 

この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は前年同期比18.9％減の139億円となり、経常利益は、神戸発電所

１号機の新契約への移行や、新規プロジェクトの先行費用負担などにより、前年同期比13億円減益の24億円となりま

した。 

 

[その他] 

神鋼不動産(株)においては、分譲事業及び賃貸事業ともに堅調に推移しました。(株)コベルコ科研においては、試

験研究事業の需要は前年同期並に推移しました。また連結子会社であった神鋼ケアライフ(株)を当第１四半期連結累

計期間において、当社の連結の範囲より除外し、持分法適用関連会社の範囲に含めております。 

この結果、その他事業全体の当第１四半期連結累計期間の売上高は前年同期比10.0％減の133億円となり、経常利

益は前年同期比３億円増益の10億円となりました。 

 

(注) 売上高・受注高には消費税等は含まれておりません。 
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（２）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 
 
なお、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針（「会社支配に関する基本方

針」）は以下のとおりであります。 
 

１. 会社支配に関する基本方針
 

当社は、明治38年の創立から110年を超える歴史の中で、独自の事業領域を形成してまいりました。特に、当
社の素材系事業や機械系事業は事業の裾野が非常に広く、これらの事業分野を構成する個別の事業の多様性を前
提として初めて創出されるシナジーが存在いたします。また、これらの事業は、研究開発や生産現場で果敢な挑
戦を続ける当社従業員をはじめ、当社との間で長年に亘り信頼関係を培ってきた輸送機やエネルギー・インフラ
分野をはじめとする国内外の取引先ならびに顧客等の多様なステークホルダーによって支えられております。さ
らに、当社は、素材系事業における代替困難な素材や部材、機械系事業における省エネルギーや環境に配慮した
製品等、当社独自の多彩な製品群を幅広い顧客に供給するとともに、電力事業においても極めて重要な社会的イ
ンフラである電力の供給という公共性の高いサービスを提供しており、社会的にも大きな責任を担っているもの
と考えております。当社は、こうした各事業間における技術の交流・融合によるシナジー効果や、独自・高付加
価値製品の提供とこれにより構築されたステークホルダーとの信頼関係、社会的インフラ提供の責務と社会の皆
様からの信頼こそが当社の企業価値の源泉であると考えております。 
当社は、上場会社として、株式の自由な取引の中で、上記のような源泉から生み出される当社の企業価値、ひ

いては株主共同の利益の確保・向上に資する形であれば、支配権の異動を伴う当社株券等に対する大規模な買付
行為であっても、当然是認されるべきであると考えておりますが、当社の財務および事業の方針の決定を支配す
る者は、このような当社の企業価値、ひいては株主共同の利益を向上させる上で必要不可欠な、当社の経営理
念、当社を支えるステークホルダーとの信頼関係等の当社の企業価値を生み出す源泉を十分に理解し、その結果
として当社の企業価値、ひいては株主共同の利益を確保し、向上させる者でなければならないと考えておりま
す。 
したがって、当社は、当社株券等に対する大規模な買付行為を行ないまたは行なおうとする者に対しては、関

連する法令の許容する範囲内において、適切な対応をとることにより、当社の企業価値および株主共同の利益の
確保に努めなければならないと考えております。 
 
 

２. 基本方針の実現に資する特別な取組み
 
(１) 経営戦略の展開による企業価値向上への取組み

当社は、平成28年４月に「2016～2020年度グループ中期経営計画」を策定し、素材系事業・機械系事業・
電力事業の３本柱による事業成長戦略を一層深化させ、盤石な事業体を確立させる新たな中長期経営ビジョ
ン「KOBELCO VISION“G＋”（ジープラス）」への取組みをスタートさせ、その実現に取り組んでおります。 
輸送機の軽量化やエネルギー・インフラ等の中長期的に伸張する成長分野に経営資源を集中し、当社グル

ープ独自の付加価値をさらに高め、競争優位性を発揮していくことで、事業を拡大・発展させるとともに、
社会への貢献を目指してまいります。 
 

(２) コーポレートガバナンス強化による企業価値向上への取組み 

当社は、継続的に企業価値を向上させるためには、コーポレートガバナンスの強化が必要であると考えて
おります。 
当社は、監査等委員会設置会社への移行、取締役会メンバーの見直し、独立社外取締役の全員を構成員と

し、経営陣の指名や報酬に対する客観的な意見の提供等を行なう場でもある独立社外取締役会議の新設等の
様々な取組みを通じて、コーポレートガバナンス体制の強化を図ってまいりました。 
今後も、当社は、独立社外取締役会議において出された意見や、事業年度ごとに各取締役に対して行なう

アンケートおよびその結果に対する監査等委員会の評価に基づいて実施する取締役会実効性評価の結果等を
踏まえながら、更なるコーポレートガバナンスの強化に向けて、継続的に検討を進めてまいります。 

 
 

３. 基本方針に照らして、不適切な者によって当社の財務および事業の決定を支配されることを防止するための取

組み 
 

当社は、当社株券等の大規模な買付行為を行ないまたは行なおうとする者に対しては、当社の企業価値および
株主共同の利益を確保する観点から、関係する法令に従い、株主の皆様が大規模な買付行為の是非を適切に判断
するために必要かつ十分な情報の提供を求め、あわせて当社取締役会の意見等を開示するとともに、株主の皆様
の検討のために必要な時間と情報の確保に努めるものといたします。 
また、仮に大規模な買付行為に対する速やかな対抗措置を講じなければ、当社の企業価値および株主共同の利

益が毀損されるおそれがあると合理的に判断されるときには、株主から経営を負託された当社取締役会の当然の
責務として、関連する法令の許容する範囲内において、適宜、当該時点で最も適切と考えられる具体的な措置の
内容を速やかに決定し、実行することにより、当社の企業価値および株主共同の利益の確保に努めてまいりま
す。 
 
なお、上記２．および３．に記載の取組みは、上記１．に記載の方針に従い、当社の企業価値および株主共同

の利益に沿うものであり、当社の役員の地位の維持を目的とするものではありません。 
 

- 5 -



（ご参考）
平成27年６月24日開催の当社第162回定時株主総会においてご承認いただきました「当社株券等の大規模買付

行為に関する対応方針（買収防衛策）に基づく取組み」（以下、「本プラン」といいます。）については、平成
29年５月15日開催の取締役会において、同日付プレス・リリースに記載のとおり、有効期間満了をもって、本プ
ランを継続せず廃止することを決議いたしました。したがって、本プランは、平成29年６月21日開催の当社第
164回定時株主総会終了後最初に開催された取締役会終了のときをもって廃止となっております。

 
 

（３）研究開発活動 

 

 当第１四半期連結累計期間における当社グループ（当社及び連結子会社）の研究開発費は、69億円であります。 

 また、当第１四半期連結累計期間における研究開発活動の状況の変更の内容は、次のとおりであります。 

 

[溶接] 

 溶接では、建築鉄骨市場向けに、「鉄骨H柱溶接ロボットシステム」を新たにリリースしました。一般的な溶接ロ

ボットは、溶接線位置と溶接施工条件をロボットに記憶する教示作業が必要になりますが、H柱継手は多様な形状で

あるため、頻繁な教示作業を要しロボット化が定着しませんでした。この課題に対し、教示データを自動生成する

機能を開発しました。加えて溶接施工は、H柱継手に最適な溶接条件と溶接ワイヤを用い、高品質溶接を確立し、シ

ステムとして提供します。 

 今後、溶接工不足を背景に、溶接の自動化を課題にする国内外の建築鉄骨市場向けに拡販が期待されます。 

 

[機械] 

 機械では、「水素ステーション向け拡散接合型コンパクト熱交換器（製品名：DCHE）」で、日本冶金工業(株)と

共に、ISSF（International Stainless Steel Forum）が主催するニューアプリケーション賞「新技術」分野の「銀

賞」を受賞しました。 

 また、当社が開発した「圧縮空気エネルギー貯蔵システム（製品名：空圧電池）」を、静岡県賀茂郡河津町の実

証地に納入し、一般財団法人エネルギー総合工学研究所及び早稲田大学を支援して、NEDOプロジェクトとして風力

発電所の出力変動抑制に関わる実証試験を開始しました。 

 

[建設機械] 

 建設機械では、クレーン関連分野において、頑丈な構造・作業性に優れたコンパクトなレイアウト・高いつり上

げ能力を両立し、輸送幅３ｍ未満を実現、最新の排出ガス平成26年規制適合エンジンを搭載したテレスコピックク

ローラクレーン「TK750G/TK750GFS（最大つり上げ能力75t）」を開発し、平成29年６月より国内向けに販売を開始

しました。また、最新の排出ガス平成26年規制適合エンジンを搭載するとともに、さらなる安全性と省スペースで

の作業を可能とし、安全走行をアシストする機能やセットアップラジコンを新規設定したラフテレーンクレーン

「LYNX160（最大つり上げ能力16t）」を開発し、平成29年７月より国内向けに販売を開始しました。 

 

 

（４）主要な設備 

 

前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設について、当第１四半期連結累計期間に完成したも

のは次のとおりであります。 

 

 
会社名
事業所名

 

セグメントの名称 設備の内容
完成 

(年月) 

当社 

高砂製作所 
機械 

回転機工場の設備増強 

  （非汎用圧縮機 

大型試運転設備） 

29.４ 

 

 前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設について、当第１四半期連結累計期間において、重

要な変更があったものはありません。 
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 また、当第１四半期連結累計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は次のとおりであります。 

 

 
会社名
事業所名

 

セグメントの名称 設備の内容 工事予算額 

工期

着工
（年月）

完成
（年月）

当社 

真岡製造所 
アルミ・銅

アルミパネル材専用の

熱処理・表面処理設備 
20,600百万円 29.４ 32.１ 

Kobe Aluminum 

Automotive 

Products, LLC 

アルミ・銅
溶解鋳造ライン 

鍛造プレス他 
53,000千米＄ 29.４ 31.１ 

(注) 今後の所要資金の調達方法は、自己資金、借入金等を予定しております。

 

 なお、経常的な設備更新のための除却等を除き、前連結会計年度末において計画中であったもの以外に重要な設

備の除却等の計画はありません。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数 (株)

普通株式 600,000,000

計 600,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数 (株)
（平成29年６月30日現在）

提出日現在発行数 (株)
（平成29年８月４日現在）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 364,364,210 364,364,210
東京、名古屋

（以上市場第一部）

単元株式数は100株で

あります。

計 364,364,210 364,364,210 － －

 
 
（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成29年４月１日～

平成29年６月30日
－ 364,364,210 － 250,930 － 100,789

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成29年６月30日現在
 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 2,327,200 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 360,992,600 3,609,926 －

単元未満株式 普通株式 1,044,410 －
１単元（100株）
未満の株式

発行済株式総数 364,364,210 － －

総株主の議決権 － 3,609,926 －

(注)「完全議決権株式（その他）」欄には証券保管振替機構名義の株式が8,200株、「株式給付信託（BBT）」制度 

に関する資産管理サービス信託銀行(株)（信託Ｅ口）が所有する当社株式が1,222,800株、及び株主名簿上は当社

名義となっておりますが実質的に所有していない株式が100株含まれております。また、「議決権の数」欄に、同

機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数が82個、「株式給付信託（BBT）」制度に関する資産管理サービス信

託銀行(株)（信託Ｅ口）が所有する当社株式に係る議決権の数が12,228個、及び株主名簿上は当社名義となって

おりますが実質的に所有していない株式に係る議決権の数が１個含まれております。なお、「株式給付信託

（BBT）」制度に関する資産管理サービス信託銀行(株)（信託Ｅ口）が所有する当社株式に係る議決権の数12,228

個は、議決権不行使となっております。

 

②【自己株式等】

平成29年６月30日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数の
合計(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

当社
神戸市中央区

脇浜海岸通２－２－４
222,100 － 222,100 0.06

神鋼商事(株)
大阪市中央区

北浜２－６－18
1,203,200 － 1,203,200 0.33

浅井産業(株)
東京都港区

港南２－13－34
730,700 － 730,700 0.20

神鋼鋼線工業(株) 尼崎市中浜町10－１ － 100,000 100,000 0.03

三和鐵鋼(株)
愛知県海部郡

飛島村金岡７
41,400 － 41,400 0.01

(株)セラテクノ
明石市貴崎

５－11－70
29,800 － 29,800 0.01

計 － 2,227,200 100,000 2,327,200 0.64

(注)１．株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が100株あります。なお、当該株式

数は「①発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の中に含まれております。

２．「株式給付信託（BBT）」制度に関する資産管理サービス信託銀行(株)（信託Ｅ口）が所有する当社株式 

1,222,800株は、上記自己株式に含まれておりません。

３．神鋼鋼線工業(株)保有の他人名義の株式は、以下の名義で退職給付信託に拠出されたものであります。

みずほ信託銀行(株)退職給付信託神鋼鋼線工業口再信託受託者資産管理サービス信託銀行(株)100,000株

（東京都中央区晴海１－８－12）
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２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。

 

（執行役員の状況）

当社は、事業部門制の下で執行役員制を導入しておりますが、前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半

期累計期間において、取締役を除く執行役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成29年４月１日から平

成29年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成29年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 155,763 203,001 

受取手形及び売掛金 295,332 260,749 

有価証券 45,502 45,081 

商品及び製品 158,512 166,827 

仕掛品 126,109 137,634 

原材料及び貯蔵品 134,399 146,058 

その他 133,354 131,688 

貸倒引当金 △4,652 △4,578 

流動資産合計 1,044,322 1,086,464 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 278,404 279,303 

機械装置及び運搬具（純額） 428,335 416,572 

土地 195,607 191,495 

その他（純額） 69,966 69,807 

有形固定資産合計 972,313 957,178 

無形固定資産 24,147 36,170 

投資その他の資産    

投資有価証券 166,563 161,515 

その他 169,980 162,505 

貸倒引当金 △66,892 △66,167 

投資その他の資産合計 269,651 257,853 

固定資産合計 1,266,113 1,251,201 

資産合計 2,310,435 2,337,666 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 414,090 448,272 

短期借入金 191,983 197,855 

1年内償還予定の社債 30,000 40,000 

未払法人税等 6,606 3,541 

引当金 50,679 39,720 

その他 155,783 154,320 

流動負債合計 849,143 883,710 

固定負債    

社債 146,000 136,000 

長期借入金 428,943 422,458 

退職給付に係る負債 70,159 73,360 

引当金 9,538 8,787 

その他 77,246 64,837 

固定負債合計 731,887 705,443 

負債合計 1,581,031 1,589,153 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成29年６月30日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 250,930 250,930 

資本剰余金 103,537 103,323 

利益剰余金 331,679 357,154 

自己株式 △2,660 △2,663 

株主資本合計 683,486 708,744 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 17,475 16,538 

繰延ヘッジ損益 △9,229 △10,198 

土地再評価差額金 △3,406 △3,406 

為替換算調整勘定 7,708 6,169 

退職給付に係る調整累計額 △22,106 △21,766 

その他の包括利益累計額合計 △9,557 △12,663 

非支配株主持分 55,476 52,431 

純資産合計 729,404 748,512 

負債純資産合計 2,310,435 2,337,666 

 

- 13 -



（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年６月30日) 

売上高 404,460 435,008 

売上原価 344,115 358,091 

売上総利益 60,344 76,916 

販売費及び一般管理費 47,642 46,614 

営業利益 12,702 30,302 

営業外収益    

受取利息 745 654 

受取配当金 2,123 2,377 

業務分担金 963 996 

持分法による投資利益 306 1,945 

その他 2,318 2,504 

営業外収益合計 6,456 8,478 

営業外費用    

支払利息 3,552 3,000 

出向者等労務費 2,513 2,342 

その他 8,533 5,184 

営業外費用合計 14,600 10,526 

経常利益 4,558 28,254 

特別利益    

投資有価証券売却益 － 6,779 

特別利益合計 － 6,779 

税金等調整前四半期純利益 4,558 35,033 

法人税、住民税及び事業税 1,428 6,360 

法人税等調整額 4,551 2,463 

法人税等合計 5,979 8,823 

四半期純利益又は四半期純損失（△） △1,420 26,209 

非支配株主に帰属する四半期純利益 646 1,200 

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△） 
△2,067 25,009 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年６月30日) 

四半期純利益又は四半期純損失（△） △1,420 26,209 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △7,336 △1,012 

繰延ヘッジ損益 △3,516 △1,057 

為替換算調整勘定 △7,216 △1,627 

退職給付に係る調整額 221 317 

持分法適用会社に対する持分相当額 △1,203 30 

その他の包括利益合計 △19,051 △3,349 

四半期包括利益 △20,472 22,859 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △19,745 21,903 

非支配株主に係る四半期包括利益 △727 956 
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

 (連結の範囲の重要な変更)

当第１四半期連結会計期間において、Quintus Technologies ABを新たに連結の範囲に含めており、その理由

は、持分取得であります。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

１ 保証債務

下記の会社の金融機関借入等について、それぞれ保証を行なっております。

 

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
 

 
当第１四半期連結会計期間
（平成29年６月30日）

 
 
鞍鋼神鋼冷延高張力自動車鋼板有限公司 8,381 百万円   8,484 百万円
 
Kobelco Millcon Steel Co., Ltd. 4,242   4,411

日本エアロフォージ(株) 3,664   3,673

その他   3,382（12社他）   3,784（14社他） 

合計 19,669 20,352

（うち、保証類似行為） 
 

(489)
 

 
 

(396)
 

（うち、他社より再保証を受けているもの） 
 

(502)
 

 
 

(509)
 

また、当社の連結子会社である成都神鋼工程機械(集団)有限公司は、販売代理店やリース会社を通じて顧客に建

設機械を販売しております。販売代理店は、顧客の銀行ローンやリース取引について、担保となる建設機械を銀行

ローン残高や未経過リース料相当額で買い取る保証を差し入れております。この買取保証に関し、成都神鋼工程機

械(集団)有限公司は再保証を差し入れております。当該保証残高は、当第１四半期連結会計期間末において、

17,237百万円（前連結会計年度末19,715百万円）であります。

 

２ 受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度 

（平成29年３月31日） 
当第１四半期連結会計期間 
（平成29年６月30日） 

受取手形割引高 72 百万円 51 百万円 

受取手形裏書譲渡高 1,235 1,705 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日）

 
減価償却費

 
23,291 百万円

 
25,116 百万円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日） 

配当金支払額 

該当事項はありません。 

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日） 

配当金支払額 

該当事項はありません。 
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日） 

１．報告セグメント毎の売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

          （単位：百万円） 

  報告セグメント 

  鉄鋼 溶接 アルミ・銅 機械 エンジニアリング 建設機械 

売上高            

外部顧客への売上高 138,404 20,512 84,777 36,531 23,931 71,406 

セグメント間の内部売上高又は振替高 5,845 113 380 1,442 466 49 

計 144,250 20,625 85,158 37,974 24,398 71,456 

セグメント損益 △2,859 1,937 3,094 2,095 685 △4,081 

 

           

  報告セグメント 
その他 

（注１） 
合計 

調整額 

（注２） 

四半期連結 
損益計算書 

計上額 
（注３） 

  電力 計 

売上高            

外部顧客への売上高 17,234 392,799 10,906 403,705 754 404,460 

セグメント間の内部売上高又は振替高 - 8,298 3,940 12,238 △12,238 - 

計 17,234 401,097 14,846 415,944 △11,484 404,460 

セグメント損益 3,834 4,705 755 5,460 △901 4,558 

 
（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、神鋼不動産（不動産開発・建

設・分譲・仲介・リフォーム等の不動産関連事業）、コベルコ科研（特殊合金他新材料（ターゲット材
等）、各種材料の分析・解析等）、及びその他の事業を含んでおります。 

 
２．セグメント損益の調整額は、次のとおりであります。 

（単位：百万円）

  当第１四半期連結累計期間 

全社損益（※） 1,257 

その他の調整額 △2,158 

セグメント損益の調整額 △901 

（※）全社損益は、主に報告セグメントに帰属しない財務関連の損益等であります。
 
３．セグメント損益は四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行なっております。
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日） 

１．報告セグメント毎の売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

          （単位：百万円） 

  報告セグメント 

  鉄鋼 溶接 アルミ・銅 機械 エンジニアリング 建設機械 

売上高            

外部顧客への売上高 167,891 19,264 88,561 28,982 18,580 87,517 

セグメント間の内部売上高又は振替高 6,563 169 371 1,356 451 11 

計 174,455 19,433 88,932 30,339 19,031 87,528 

セグメント損益 13,072 1,171 6,185 288 365 3,991 

 

           

  報告セグメント 
その他 

（注１） 
合計 

調整額 

（注２） 

四半期連結 
損益計算書 

計上額 
（注３） 

  電力 計 

売上高            

外部顧客への売上高 13,980 424,778 9,725 434,503 504 435,008 

セグメント間の内部売上高又は振替高 - 8,922 3,636 12,559 △12,559 - 

計 13,980 433,701 13,361 447,062 △12,054 435,008 

セグメント損益 2,482 27,558 1,093 28,652 △398 28,254 

 
（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、神鋼不動産（不動産開発・建

設・分譲・仲介・リフォーム等の不動産関連事業）、コベルコ科研（特殊合金他新材料（ターゲット材
等）、各種材料の分析・解析等）、及びその他の事業を含んでおります。 

 
２．セグメント損益の調整額は、次のとおりであります。 

（単位：百万円）

  当第１四半期連結累計期間 

全社損益（※） 2,023 

その他の調整額 △2,422 

セグメント損益の調整額 △398 

（※）全社損益は、主に報告セグメントに帰属しない財務関連の損益等であります。
 
３．セグメント損益は四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行なっております。
 
 

２．報告セグメント毎の固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 
（のれんの金額の重要な変動）
 機械セグメントにおいて、Quintus Technologies AB及びその他４社の持分を取得し、連結子会社としておりま
す。当該事象によるのれんの増加額は、当第１四半期連結累計期間においては11,929百万円です。
 なお、のれんの金額は当第１四半期連結累計期間末において取得原価の配分が完了していないため、暫定的に算
定された金額であります。
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（企業結合等関係）

取得による企業結合

１．企業結合の概要

（１）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称  Quintus Technologies AB及びその他４社（以下「Quintus社」という。）

事業の内容     IP装置及びSMF装置の製造・販売・サービス

（２）企業結合を行なった主な理由 

Quintus社は世界のIP装置市場において、トップメーカーであり、今後伸張が期待される航空宇宙分野を中

心に、欧州・米国・中国で圧倒的なプレゼンスを発揮しております。

一方、当社IP装置事業は、産業機械事業部のメニューの中では、比較的高収益な事業でありますが、日本を

始めアジア市場を中心に直近５ヶ年で平均約30億円の売上高に留まっており、更なる市場拡大が課題となって

おりました。

そのような状況において、新規アプリケーションと成長市場の獲得による事業の大幅な拡大、製造メニュー

の相互移管による生産効率化や購入品の共同調達等によるコストダウンなどのシナジー効果も期待できること

から、Quintus社の持分を取得いたしました。

（３）企業結合日 

平成29年４月５日

（４）企業結合の法的形式 

現金を対価とする持分取得

（５）結合後企業の名称 

結合後企業の名称に変更はありません。

（６）取得した議決権比率 

100％

（７）取得企業を決定するに至った主な根拠 

当社が現金を対価として持分を取得したことによります。 

 

２．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間 

被取得企業の第１四半期会計期間末日は３月31日であり、当社グループの第１四半期連結会計期間末日と３ヶ月

異なっております。企業結合のみなし取得日を平成29年４月１日としているため、当第１四半期連結累計期間に被

取得企業の業績は含まれておりません。 

 

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳 

取得の対価     現金     7,587百万円 

取得原価             7,587百万円 

 

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

（１）発生したのれんの金額 

11,929百万円 

なお、のれんの金額は、当第１四半期連結会計期間末において取得原価の配分が完了していないため、暫定

的に算定された金額であります。 

（２）発生原因 

今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力から発生したものであります。 

（３）償却方法及び償却期間 

10年間にわたる均等償却 
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純損益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日）

１株当たり四半期純損益   △5円68銭 69円03銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純損益

（百万円）
△2,067 25,009

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純損益（百万円）
△2,067 25,009

普通株式の期中平均株式数（千株） 363,486 362,255

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．平成28年10月１日を効力発生日として、10株を１株とする株式併合を実施したため、前連結会計年度の期首

に当該株式併合が行なわれたと仮定し、１株当たり四半期純損益を算定しております。

３．株主資本において自己株式として計上されている「株式給付信託（BBT）」制度に関する信託に残存する当社

の株式は、１株当たり四半期純損益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めてお

ります。

当第１四半期連結累計期間における１株当たり四半期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株

式数は1,223千株であります。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

    平成29年８月４日 

株式会社 神戸製鋼所      

 

  代表取締役会長兼社長 川崎 博也 殿  

 

  有限責任 あずさ監査法人  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
  公認会計士 原田 大輔   印 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
  公認会計士 俣野 広行   印 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
  公認会計士 大槻 櫻子   印 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社神戸
製鋼所の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成29年４月１日
から平成29年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四
半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記
について四半期レビューを行った。
 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連

結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対

する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準
に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される

質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥
当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 

監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社神戸製鋼所及び連結子会社の平成29年６月30日現在
の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項
がすべての重要な点において認められなかった。
 

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 
以 上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報告

書提出会社が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 


